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商 工 労 働 総 務 課

[bookmark: _Hlk169546894]　　　総務グループ

　　　人事グループ

　　　企画グループ

調整グループ

　　　広域産業振興グループ

　　　予算グループ

　　　経済リサーチグループ・企業リサーチグループ

総務グループ

　部課の一般庶務事項を掌理するとともに、栄典表彰に関する事項等を行い、事務事業の適切な執行に努めた。
　また、部の人権関係施策について調整を行うとともに、中小企業者等に対する人権研修等を実施した。


１　部業務連絡調整　
府議会・監査等部業務の連絡調整を行うため、関係部・課・出先機関との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。


２　栄典・表彰
　(1) 叙位・叙勲　
功績のあった者について具申し、次のとおり叙位･叙勲が授与された。
　　　春の叙勲　　　　　　　２名
　　　秋の叙勲　　　　　　　７名
　　　死亡叙勲・叙位　　　　２名
　　　高齢者叙勲　　　　　　０名
　(2) 褒章　
本府産業・労働関係に功績のあった者について具申し、次のとおり褒章が授与された。
　　　春の褒章　　　　　　　４名
　　　秋の褒章　　　　　　　５名
　(3) 憲法記念日知事表彰　
大阪府表彰規則に基づく憲法記念日知事表彰候補者として次のとおり内申し、表彰された。
　　　産業功労者　　
　　　　商工関係　　　　　　３１名
　　　　労働関係　　　　　　２０名
　　　公共関係功労者　
　　　　府政関係（労働）　　　３名
　　　　文化関係（工芸）　　　４名
　(4) 大阪府商工関係者表彰　
大阪府の商工業の振興発展に功績のあった個人もしくは団体を、大阪府商工関係者表彰実施要領に基づき次のとおり表彰した。
【月日】令和７年２月１４日（金）
【場所】エル・おおさか（府立労働センター）
	
	団体役員　　　　８６名
団体職員　　　　１６名
従 業 員　　　　７０名
事業所等　　　　　４事業所
団　　体　　　　　０団体

	
	合計　　　　１７６


　　

３　中小企業者等に対する人権研修
府内の結婚相談業者に対し、人権問題についての理解と認識を深めるため研修会を実施した。





人事グループ

部の人事（職員の異動、昇任、採用等）について調整を行うとともに、業務内容の充実、改善等を積極的に推進した。


































企画グループ

１　部行政の企画立案・総合調整
　(1) 商工労働施策の企画立案
商工労働施策に関する企画立案及び連絡調整を行った。
　(2) 国への提案・要望
商工労働施策の円滑な推進を図るため、制度改善等につき国に対して次の提案・要
望活動を行った。
　　　・国の施策並びに予算に関する提案・要望（令和６年７月）

２　部の広報・広聴
　　広報媒体の利用計画、月間広報事項作成のための資料の提供及び広報・広聴事項の連絡調整を実施した。

３　施策情報の発信
商工労働部ホームページを整備し情報発信を行う等、最新の施策情報を中小企業者に提供した。

４　会議等への参画
　　商工労働施策の円滑な推進を図るため、国、都道府県との意見交換に努めた。
・主要都道府県労働主管部長会議（令和６年９月）
・八大都道府県商工担当課長会議（令和７年１月）


調整グループ

１　中小企業人材確保支援
　（１）大阪人材確保推進会議の運営
　　　製造・運輸・建設・インバウンドの４業界の人材確保支援を目的として、業界団体などで構成する大阪人材確保推進会議を開催。会議構成員との連携強化のため、府の施策やセミナー等、会議構成員に役立つ情報を定期的に発信したほか、業界団体等の現状や課題などを共有した。
　　【大阪人材確保推進会議】
	開催日
	議題

	令和７年１月９日
（書面開催）
	（１）地域活性化雇用創造プロジェクト活用事業の実績報告について
（２）令和７年度以降の地域活性化雇用創造プロジェクト活用事業案について



　（２）人材確保に課題のある業界の企業に対する人材採用・定着支援
（就業促進課「公民協働人材確保事業」の一部）
　　　製造・運輸・建設・インバウンド関連分野の企業を中心として、OSAKAしごとフィールドの中小企業人材支援センターにおいて、メールや電話を含めた相談対応を実施するとともに、採用課題解決のために中小企業診断士等専門家の派遣を行った。
　　　また、採用活動や従業員の定着、魅力発信の方法等のセミナーを実施し、府内中小企業の支援を行った。
　　＜実績＞
	
	令和６年度

	相談対応件数（延）
	769

	専門家派遣件数（延）
	107

	セミナー回数（延）
	63

	セミナー参加社数（延）
	1,891


　（３）多様な人材活用促進業務改善コンサルティング事業（令和6年度新規）
　　　多様な人材の活用により企業の経営課題である人手不足の解消を図るため、相談窓口を設置し、専門家による業務の見直しや仕分けなど業務改善に向けたコンサルティングを実施し、府内中小企業の支援を行った。
　【多様な人材活用促進業務改善コンサルティング事業】
	
	令和６年度

	予算額（千円）
	37,339

	決算額（千円）
	37,339





　　＜実績＞
	
	令和6年度

	相談対応件数（延）
	1,282

	課題解決件数
	459



[bookmark: _Hlk199492163]２　中小企業ＤＸ推進支援事業
中小企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）推進のため、以下の事業を実施した。
〇大阪府DX推進プロジェクト（大阪府中小企業支援交付金）
  デジタルトランスフォーメーション（DX）推進について具体的な課題を有する府内中小企業に対し、課題に応じた講座・セミナー及び伴走支援を（公財）大阪産業局において展開した。それにより、中小企業に具体的なアクションを促し、DX推進を重点的に支援した。
	
	令和６年度

	予算額（千円）
	100,000

	決算額（千円）
	100,000


　　＜実績＞
	
	令和6年度

	相談対応件数（延）
	934

	専門家派遣件数（延）
	159

	セミナー参加者数（延）
	280

	アクション着手企業数
	70


〇大阪府DX推進パートナーズ
日々の業務で、DXに関する課題を抱える中小企業と、データやデジタル技術を活用し　　て中小企業の課題に応じたDX推進に資する解決策を提案できる企業をつなぐプラットフォームを運営し、中小企業向けに、DX普及啓発セミナーや相談事業を実施した。
令和６年度相談件数　：　8件

[bookmark: _Hlk199344024]３　外国人材受入促進事業
（１）外国人材マッチングプラットフォーム運営委託事業
中小企業等における外国人材の受入れに関する相談を通じて、課題やニーズを分析・把握のうえ、適切な支援機関に取り次ぎ、外国人材の採用マッチングを支援した。
	
	令和６年度

	予算額（千円）
	30,000

	決算額（千円）
	30,000





＜実績＞
	
	令和６年度

	セミナー・イベント参加社数
	1,120

	相談対応件数
	422

	課題解決件数
	180


（２）外国人留学生等マッチング支援事業
大阪での就職を希望する外国人留学生等や海外人材を対象に、府内企業とのマッチング機会を提供するとともに、採用した府内企業における外国人材の定着を図る取組を行った。
	
	令和６年度

	予算額（千円）
	57,761

	決算額（千円）
	57,761


＜実績＞
	
	令和６年度

	参加した外国人材数
	2,384

	府内企業に就職した外国人材数
	208


（３）海外人材アプローチ支援事業
（公財）大阪産業局が設置する海外拠点を活用し、現地の外国人材（海外人材）に対し、府内の中小企業が自社の魅力をＰＲする場としてオンラインによる企業説明会を開催した。
	
	令和６年度

	予算額（千円）
	19,228

	決算額（千円）
	19,228


＜実績＞
	
	令和６年度

	参加した企業数
	63

	府内企業に就職した外国人材数
	23



４　万博関連
　　万博を契機とした府内中小企業等のビジネスチャンスを創出し、万博のインパクトを享受できるよう、関係部局との円滑な調整や情報収集に努め、部内関係課への情報提供を行い、取組みを支援した。

５　大阪府中小企業支援交付金
（公財）大阪産業局が有する機動性、専門性、ノウハウやネットワーク等の様々な資源を活かし、効果的かつ効率的に中小企業支援を実施できるよう、「国際ビジネス支援事業」「ものづくり支援事業」「スタートアップ支援事業」「中小企業ＤＸ推進支援事業」「デザイン支援事業」に係る予算を、部内関係各課から移管・一本化し、「大阪府中小企業支援交付金」として（公財）大阪産業局へ交付した。
また、同交付金により実施する事業の目標や実施内容、効果などについて、専門的見地からの助言を得るため、有識者会議を開催した。
・大阪府中小企業支援交付金有識者会議（令和６年８月、11月）

	　　　
	令和６年度

	予算額（千円）
	332,892

	決算額（千円）
	332,892








広域産業振興グループ

　関西広域連合の広域産業振興に関する事務を行った。
　
１　広域産業振興行政の企画立案・総合調整
広域産業振興施策に関して、分野担当府県として企画調整部会※を運営するなど、構成府県市間の調整を行った。　　　　　　　※関西広域連合構成府県市の産業担当部局の担当者が所属

【企画調整部会】
	開催日
	議　題

	令和６年９月25日
	（１）令和７年度 広域産業振興局事業当初予算要求案
（２）令和６年度 広域産業振興局事業の中間報告案
（３）「関西チャレンジ」に基づく取組の推進に関する指標の設定について



２　「関西広域産業ビジョン」の着実な推進
「関西広域産業ビジョン」に掲げる３つの「関西チャレンジ」に基づく取組の検証・評価に対する助言を受けるとともに、ビジョンの推進に係る意見交換を行うため、学識者、経済界及び官公庁からなる「関西広域産業ビジョン」推進会議を分野担当府県として運営し、構成府県市とともに「関西広域産業ビジョン」の着実な推進を図った。

【「関西広域産業ビジョン」推進会議】
	開催日
	議　題

	令和６年９月27日
	（１）令和6年度 広域産業振興局事業の中間報告
（２）令和7年度 広域産業振興局事業及び予算案
（３）「関西チャレンジ」に基づく取組の推進に関する指標の設定について
（４）その他（関西広域産業ビジョンの告知のお願い）




３　広域産業振興施策の推進
　　令和6年度事業計画に基づき、構成府県市との連携・調整の下、広域産業振興施策の推進に努めた。


予算グループ

　　部の予算編成事務並びに部の決算等に関する事務を行った。
　　なお、歳入歳出予算、決算の概要は次のとおりである。

　一　般　会　計　

　ア　歳　　　入　　　　　　　　　　
　　　　予　算　額　　　　　　　　５２５，５０６，０２２，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　収　入　額　　　　　　　　５２５，１５２，４９３，８１３円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　イ　歳　　　出
　　　　予　算　額　　　　　　　　５３９，９７８，７２８，４３３円
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（内他部課予算執行機関配当分　　２，５４９，３３２，６６３円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支　出　額　　　　　　　　５３４，９４１，７６２，６９５円


　中小企業振興資金特別会計

ア　歳　　　入
　　　　予　算　額　　　　　　　　　　３，１２１，９７７，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　収　入　額　　　　　　　　　　４，２１８，２３０，８２７円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　イ　歳　　　出
　　　　予　算　額　　　　　　　　　　３，１２１，９７７，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（内他部課予算執行機関配当分　　　　　　　　２９０，８４６円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支　出　額　　　　　　　　　　２，８８９，０２６，７２０円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




経済リサーチグループ・企業リサーチグループ

１　調査研究事業
　(1) 政策立案支援調査
当該年度は、以下をテーマにした４本の政策立案支援調査を実施し、報告書を発行した（令和７年３月）。
○中小・中堅製造業におけるデジタル技術の導入・活用について
○府内製造業の環境変化への対応と新事業への取組
○大阪府内の企業の人材育成・リスキリング
○「地域製造業を支援する産業機械器具卸売業」に関する調査

　(2) 経済動向調査
○毎月、「景気動向指数」および「主要経済指標」を作成し、各種統計と合わせて、「大阪経済の情勢」としてとりまとめた。
○府内の消費動向を調査し、四半期ごとに「消費動向調査」としてとりまとめた。
○四半期ごとに、府内の民営事業所6,500社を対象とする「景気観測調査」を実施した。
○上記の調査結果は、当センターのウェブサイトで随時公表するとともに、年４回発行する『おおさか経済の動き』に掲載し、「大阪府・大阪市経済動向報告会」を開催し報告した。
○前年の年間を通した経済動向をとりまとめ、『おおさか経済の動き　別冊』として発行した。

　(3) その他の調査研究
○経済・経営に関する事象を分析し「産業経済トピックス」としてまとめた。令和６年度は、「オーバーツーリズムの実態・意識調査」「有効求人倍率の低下」「オーバーツーリズム解決の糸口は」の３本をとりまとめた。
○『なにわの経済データ』を作成し、発行するとともに、ウェブサイトで公表した。


２　その他の事業
　(1) その他のセンター業務
○部内各課及び他部局からの産業や経済に関する問い合せへの対応を行った。
○部内からの依頼にもとづき、各種事業応募事業者の審査業務、シンポジウムでの出講等を実施した。
○包括連携協定先大学と共同研究を実施したほか、出講等によって調査研究事業の成果普及を図った。
○市、商工会議所、業界団体などからの産業振興のための委員会の委員就任依頼や講演依頼等に対応した。

　(2) 兼務業務
○経営革新計画承認支援業務を実施した。（経営支援課）
○高度化事業事後助言業務を実施した。（金融課）
○商店街の活性化に関する支援業務を実施した。（商業振興課）
○繊維産業振興支援業務を実施した。（ものづくり支援課）
○マーケティングリサーチ業務及び企画室支援業務を実施した。（企画室）
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